
4．国民年金の未納者に対する  
国保短期被保険者証の活用について   



◎現在、国保保険料（税）の未納がある場合には、市町村の判断により、国保の短期被保険者証（短期証）を発行することができ   

るが、これに加え、国民年金保険料の未納がある場合についても、短期証を発行できることとする。  

○匡H呆の短期証の仕組みは、市町村の窓口で短期証を発行することを通じて、市町村が保険料未納者との接触の機会を増やし、自主  

的な納付などを直接働きかけることを目的として設けられたもの。  

※短期証は、通常の被保険者証と比較して有効期限が短いのみで、市町村の窓口で検認・更新を経れば、医療機関においては通常どおり3割の窓  

口負担で受診が可能 

○今回の措置は、国民年金保険料の納付が行われていない住民に対して、短期証の仕組みを通じて、負担能力のない万への免除措置  
や、未納者への自主的な納付の働きかけを行い、市町村が住民の年金受給権を確保することができるようにするもの。  

○今回の措置を実施する市町村に対しては、条件整備として、①未納者からの保険料の受領を可能とする（納付受託機関）、②住民の  

未納情報の提供、③住民の納付状況を確認するための情報端末装置の設置、④交付金による財政上の手当、といった措置を講ずる。   



〈 市町村が保険料を受領できない【現行】〉  〈 市町村を納付受託機関とする 〉  
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※ 市町村を納付受託機関とすることは、   

・短期証の発行対象となる国民年金保険料の滞納者が被保険者証の更新等のために窓口を来  

訪した際に、滞納保険料をその場で支払うことができるようにするためのもの。   

・市町村に国民年金保険料の徴収責任を負わせるものではない。   
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